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【手続補正書】
【提出日】平成24年11月5日(2012.11.5)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　所定の送信データレートで送信データを通信ネットワークへ送信することが可能な移動
通信デバイスの電力消費を管理する方法であって、
　前記移動通信デバイスのエネルギ消費を所定のエネルギ量だけ低減するために、所定の
送信時間区間内の前記送信データレートを低減するステップ（１０１）と、
　前記所定のエネルギ量を蓄積するステップ（１０３）と
を含むことを特徴とする方法。
【請求項２】
　前記蓄積した所定のエネルギ量の少なくとも一部を提供するステップ（１０５）をさら
に含み、
　さらに加えて、他の送信時間区間内で前記移動通信デバイスへエネルギの電力供給を提
供するステップ（１０７）を含むことを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　少なくとも１つの送信時間区間で利用可能なエネルギ、及び少なくとも１つの送信時間
区間中における予期されるエネルギ消費と、
　環境条件、特に気温と、
　熱散逸又は温度散逸制限と、
　電力制限と、
　平均電力制限と、
　温度制限と、
　前記移動通信デバイスへ供給する電力供給の能力制限と、
の少なくとも１つに依存して前記送信データレートを低減するステップ（１０１）をさら
に含むことを特徴とする請求項１又は２に記載の方法。
【請求項４】
　少なくとも１つの送信時間区間で利用可能なエネルギ、及び少なくとも１つの送信時間



(2) JP 2012-526431 A5 2012.12.20

区間中における予期されるエネルギ消費と、
　環境条件、特に気温と、
　熱散逸又は温度散逸制限と、
　電力制限と、
　平均電力制限と、
　温度制限と、
　前記移動通信デバイスへ供給する電力供給の能力制限と、
の少なくとも１つに依存して前記所定の送信時間区間を決定するステップ（１０９）をさ
らに含むことを特徴とする請求項１乃至３の何れか１項に記載の方法。
【請求項５】
　前記所定のエネルギ量は、前記所定の送信時間区間で利用可能なエネルギと、前記所定
の送信時間区間内で消費されたエネルギとの差分に対応することを特徴とする請求項１乃
至４の何れか１項に記載の方法。
【請求項６】
　前記所定の送信時間区間における利用可能なエネルギを超えるエネルギ消費に起因する
前記送信データの送信が予期されれば、前記所定の送信時間区間内において、特に前記送
信データの送信を少なくとも一部について無効にすることにより、前記送信データレート
を低減するステップ（１０１）をさらに含むことを特徴とする請求項１乃至５の何れか１
項に記載の方法。
【請求項７】
　送信電力と電力消費との間のレート依存関係と、
　少なくとも１つのネットワークパラメータ、特に送信帯域幅、スケジュールされた送信
電力、又は、スケジュールされた送信若しくは受信データレートと
の少なくとも１つに基づき、少なくとも１つの送信時間区間、特に前記所定の送信時間区
間中に予期されるエネルギ消費を決定するステップをさらに含むことを特徴とする請求項
１乃至６の何れか１項に記載の方法。
【請求項８】
　前記予期されるエネルギ消費は、前記送信データレートの低減を制御するために使用さ
れることを特徴とする請求項７に記載の方法。
【請求項９】
　前記送信データは、ユーザデータ及び制御データを含み、
　特に、前記ユーザデータを抑制することにより、ユーザデータレートを低減させ、かつ
、前記所定の時間区間内で前記制御データを送信するステップ（１０１）と、
　特に、前記ユーザデータ及び前記制御データを抑制することにより、ユーザデータレー
ト及び制御データレートを低減するステップ（１０１）と
の少なくとも１つを含むことを特徴とする請求項１乃至８の何れか１項に記載の方法。
【請求項１０】
　前記所定の時間区間内で送信データレートを低減するために、他の時間区間中、又は、
他の時間区間内において、前記所定の時間区間内の送信にスケジュールされた送信データ
を送信するステップをさらに含むことを特徴とする請求項１乃至９の何れか１項に記載の
方法。
【請求項１１】
　前記移動通信デバイスのメディアアクセス制御レイヤへ上りリンク資源の割り当てを伝
える前に、前記通信ネットワークを介して受信された上りリンク資源割り当てを扱うステ
ップと、
　前記上りリンク資源割り当ての前記受信を無効にするステップと、
　前記送信データの送信を禁止するステップと
の少なくとも１つによって前記送信データレートを低減するステップ（１０１）をさらに
含むことを特徴とする請求項１乃至１０の何れか１項に記載の方法。
【請求項１２】
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　前記所定の送信時間区間は、送信区間の所定の送信時間インデックスに関連付けられ、
　他の送信区間の他の送信時間インデックスに関連付けられる他の送信時間区間中に、送
信データレートを低減するステップを含み、
　前記他の送信時間インデックスは、異なる送信区間の対応する送信時間区間において送
信データレートを低減することを避けるために、前記所定の送信時間インデックスとは異
なることを特徴とする請求項１乃至１１の何れか１項に記載の方法。
【請求項１３】
　前記移動通信デバイスは、前記通信ネットワークからデータを受信することが可能であ
り、
　前記受信データの受信を示す受信確認が前記所定の送信時間区間内に前記通信ネットワ
ークへ送信されるようにスケジュールされれば、前記受信データを廃棄するステップをさ
らに含むことを特徴とする請求項１乃至１２の何れか１項に記載の方法。
【請求項１４】
　通信ネットワークへ送信データを送信する移動通信デバイスであって、
　前記移動通信デバイスへエネルギを供給する電力供給インタフェース（３０１）と、
　前記電力供給インタフェースと接続される電力管理部（３０３）と、
　所定のエネルギ量だけ前記移動通信デバイスのエネルギ消費を低減するために、所定の
送信時間区間内で送信データレートを低減するネットワークインタフェース（３０５）と
、
　前記所定のエネルギ量を蓄積するエネルギ蓄積部（３０９）と
を備えることを特徴とする移動通信デバイス。
【請求項１５】
　少なくとも１つの送信時間区間で利用可能なエネルギ及び前記少なくとも１つの送信時
間区間中に予期されるエネルギ消費に依存して、前記所定の送信時間区間を決定する送信
制御部（３１１）をさらに備え、
　前記送信制御部（３１１）は、前記ネットワークインタフェース（３０５）へ、前記所
定の送信時間区間を示す情報を提供するように構成されることを特徴とする請求項１４に
記載の移動通信デバイス。
【請求項１６】
　ユニバーサル・モバイル通信システム（ＵＭＴＳ）と、
　移動通信のためのグローバルシステム（ＧＳＭ）（登録商標）と、
　ロングタームエボリューション（ＬＴＥ）と、
　符号分割多元接続２０００（ＣＤＭＡ２０００）と
の少なくとも１つに従って前記送信データを送信するように構成されることを特徴とする
請求項１４又は１５に記載の移動通信デバイス。
【請求項１７】
　請求項１乃至１２の何れか１項に記載の方法の各ステップをコンピュータに実行させる
ためのコンピュータプログラム。
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